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特集報文：道路橋示方書の改定 

Ⅱ鋼橋・鋼部材編の改定と関連する調査研究 

玉越隆史・坂本佳也
 

1．はじめに1 

 本稿では、Ⅱ鋼橋・鋼部材編（以下「Ⅱ編」と

いう。）の規定及びこれまでの示方書からの変更

内容について主なものを紹介する。 

 Ⅱ編には、Ⅰ共通編に規定される作用の組合せ

によって所要の性能を満足するとみなせるために

必要となる鋼部材や鋼橋の上部構造の状態に関す

る条件が主に規定されている。 

2．Ⅱ編の構成 

 Ⅱ編では、橋や部材の性能は耐荷性能とその前

提となる耐久性能及びその他の性能に大別される。

そして耐荷性能は、部材等に生じる設計応答値が、

着目する限界状態に対し、その限界状態を超えな

いとみなせるかどうかの基準である制限値を満足

するかを照査することが基本となる。なお、耐荷

性能の限界状態に関する照査基準は、橋全体の状

態を代表させることができるよう、基礎的部材形

式単位だけでなく床版や床組といった構造要素単

位でも規定され、その組合せによって多様な形式

にも適用できるように配慮されている。このよう

な照査体系を反映して、Ⅱ編の目次構成は、図-1

に示すようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 Ⅱ鋼橋・鋼部材編の構成  

 なお、道路橋として必要な性能を確保するため

に、設計状況とは直接関係付けられていない照査

用作用による照査が求められている項目もある。

──────────────────────── 
Overview of the Revised Specifications for Highway Bridges、 
Part Ⅱ Steel Bridges and Steel Members 

例えば、鋼桁のたわみやそりの照査などはこれに

該当する。 

3．使用材料 

 橋梁用高降伏点鋼板(JIS G 3140)は、既に規定

されていた構造用鋼材に比べて引張強度に対する

降伏強度が高く、予熱の省略可能範囲も広い特徴

を有する鋼材であり、鋼材選択の自由度を拡大で

きることから、表-1に示すように使用材料の規定

にSBHS400(W)、SBHS500(W)が追加された。 

 また、高力ボルトでは遅れ破壊への懸念から

F11T以上の高強度材料は規定が見送られてきた。

しかし、耐遅れ破壊性能や継手性能について

S10TやF10Tとの比較検証を含む最新の技術的知

見例えば1)を踏まえ、新設のみならず補修補強での

採用も視野に、F11Tよりも高強度のS14Tが摩擦

接合継手用として規定されている（表 -2）。ただ

し、S14Tの耐遅れ破壊性能は、He/Hc法や図 -2

の腐食促進試験結果などにより実験室レベルで検

証されているものの2)、道路橋の環境に近い条件

での長期の使用実績や暴露試験結果が乏しいこと

を考慮して、適用条件は厳しく制限されている。

また、締付け軸力が大きいため、母材鋼種との組

合せには制限がある。 

表-1 主な鋼材の強度の特性値（N/mm2）  

 

 

 

 

表-2 摩擦接合用高力ボルトの強度の特性値（N/mm2）  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 腐食促進試験によるボルトへの侵入水素量 

ボルトの等級
応力の種類

F8T F10T S10T S14T

引張降伏 640 900 900 1,260

せん断破断 460 580 580 810

引張強度 800 1,000 1,000 1,400

SS400
SM400

SMA400W
SM490

SM490Y
SM520

SMA490W

SBHS400
SBHS400W

SM570
SMA570W

SBHS500
SBHS500W

引張降伏
圧縮降伏

t≦40 235 315 355
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450

50040＜t≦75
215 295

335 430

75＜t≦100 325 420

板厚
(mm)

鋼種1 章 総則
2 章 調査
3 章 設計の基本

20章 施工

6章 耐久性能に関する
部材の設計

7章 防せい防食
8章 疲労設計

4 章 材料の特性値
5 章耐荷性能に関する

部材の設計
9章 接合部

10章 対傾構及び横構
11章 床版
12章 床組
13章 鋼桁
14章 コンクリート系床版を有する鋼桁
15章 トラス構造
16章 アーチ構造
17章 ラーメン構造
18章 ケーブル構造
19章 鋼管

耐久性能
部材共通

橋の部材として

耐荷性能（限界状態）共通事項

耐久性能

限界状態
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4．限界状態、特性値、制限値 

 耐荷性能の照査に必要となる材料や部材の強度

の特性値、特性値と関連付けられた限界状態及び

計算応答値が限界状態を超えないとみなすことが

できる制限値が規定されている。材料等の強度の

特性値は、図 -3に示すJIS等の規格値、強度試験

結果のばらつきなどを考慮して設定された材料等

の性質を最も適切に代表できるものとして設定さ

れた指標値である3)。 

制限値は、特性値に対して設計応答値の算出過

程に介在する様々な不確実性などを考慮して規定

された部分係数を乗じることで得られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 構造用鋼材の降伏強度の頻度分布  

 

制限値の設定では、材料や部材の強度の特性の

根拠とする実験データを、なるべく最新の結果も

とりいれて更新するとともに、数値シミュレー

ションによる調査結果などの最新の知見も踏まえ

た評価が行われた。 

表-3に軸方向引張応力度の制限値の例、図-4に

両縁支持板の基準耐荷力曲線の例を示す。 

 

表-3 軸方向引張応力度の制限値の例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 基準耐荷力曲線の例（両縁支持板）  

5．接合部 

 溶接継手の品質確保に関しては、関連規定の精

査が近年の施工管理実態や品質検査事情を考慮し

て行われ、運用上の疑義が生じないことにも配慮

して規定内容や表現の見直しが行われた。 

また、実際に道路橋に用いられる溶接継手形式

とこれまでの示方書で疲労強度等級の規定などで

示されていた継手形式の対応付けに迷う事例が報

告されていたことを踏まえて、表-4に示すように

溶接継手の形式分類と呼称は見直しが行われた。 

表-4 溶接継手の形式分類と呼称  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボルト接合継手では、これまでの示方書による

継手の性能や最新の研究成果を踏まえて、設計で

考慮する限界状態が規定されている。なお、摩擦

接合の限界状態3は、支圧接合と同様にボルトの

せん断破壊と考えることができるため、これまで

平均μ= 1.23

データ数  N= 78901
平均値   μ= 1.23
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の示方書では支圧接合に対してのみ考慮されてい

たはし抜け破壊に対する照査が摩擦接合に対して

も必要とされている。 

応力方向のボルトの縁端距離については、最新

の研究を踏まえて、応力方向のボルト本数が1本

の場合、ボルトの許容力との関係ではなく、作用

力に対してはし抜けが生じないことを板のせん断

破壊に着目して直接照査する規定とされている。 

S14Tを用いた摩擦接合継手の規定化には、土

木研究所を含む産官学で行われた図-5に示すよう

な実験結果なども反映して、すべり係数とその適

用条件が定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 ボルト等級・ボルト径別の設計軸力に対する

すべり係数の実験結果  

6．疲労設計 

 設計供用期間が規定されたことに伴い、疲労設

計の荷重条件が規定されている。これにより、自

動車荷重の影響を考慮した発生応力に基づく疲労

耐久性の照査もⅡ編の規定により行うこととされ

ている。なお、応力に基づく照査の方法及び設計

耐久期間を100年とする場合の耐久性能の要求水

準は実績を考慮して、これまでの示方書及び「鋼

道路橋疲労設計指針（日本道路協会、2002年）」

に準じたものとされている。このほか疲労設計に

関しては、溶接継手の疲労強度等級の一部が最新

の研究成果を踏まえて見直された。 

7．床版 

 これまでの示方書では、コンクリート系床版は

自動車荷重の影響を考慮して規定された断面力に

対する発生応力度を許容値以下にするとともに、

最小版厚を確保することで、耐荷性能と耐久性能

が満足されるとされていた。今回の改定では、耐

荷性能についてはⅢコンクリート橋・コンクリー

ト部材編に基づいてコンクリート部材としての耐

荷性能照査を行い、これまでの示方書に規定され

てきた断面力式による照査を耐久性能の照査とし

て行うこととされている。 

8．ケーブル 

 これまでの示方書では、鋼橋及びコンクリート

橋ともにケーブル部材が用いられる構造形式や橋

の種類毎に抵抗側で一律に安全率が規定されてい

た。今回の改定では部分係数化に伴って、より合

理的な設計が行えるよう、ケーブル部材毎に異な

る供用期間中に生じる発生応力の状況を反映して、

作用側と抵抗側で安全余裕を考慮する方針とされ

た。そこで、土木研究所では、近年の国内の吊構

造形式橋梁の設計実績を考慮して選定された代表

的な橋梁に対して荷重シミュレーションを行い、

ケーブル部材に発生する応力を評価した（図 -6）。

今回の改定では、これらの結果も踏まえ、ケーブ

ル部材に生じる応力に占める変動成分の規模や比

率などの違いを反映して適当な安全余裕が確保で

きるよう、Ⅰ共通編に規定される作用とその組合

せによる効果も考慮して、部分係数が決定されて

いる。 

また、現時点では、データが十分でなく耐荷性

能と疲労耐久性を独立して規定することが困難で

あるとの判断から、関連の規定を全て満足するこ

とで必要な耐荷性能と疲労耐久性がともに満足さ

れるよう規定内容は構成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-6 荷重シミュレーションによりケーブル部材に
発生する応力度を評価した結果  

 

まず、ケーブル部材単位での品質条件が、200

万回繰返し載荷に対する応力範囲の区分で規定さ

れている。これは道路橋用として、具備すること
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が望ましい機械的性質や疲労耐久性に関わる材料

特性の最低限を保証する目的で導入されたもので

ある。 

 ケーブル部材に確保すべき安全余裕の程度には、 

材料のばらつき、設計計算の精度、荷重の不確実

な変動、荷重の振幅や発生頻度の影響、二次応力

の影響、他の構造部位の安全余裕とのバランス、

維持管理性、破断による影響などが関係する。今

回の改定では部分係数の決定にあたって、これら

様々な要因のうち、ケーブル部材の発生応力の変

動の影響の大きさを活荷重と死荷重の比率に代表

させて考慮するとともに、これとは別に変動応力

の大きさそのものの影響についても、それを活荷

重による応力変動の大きさに代表させて考慮して

いる。 

図 -7に活荷重と死荷重の比率と部分係数（調

査・解析係数と部材・構造係数の積）の関係、図

-8に応力振幅と部分係数の関係を示す。図 -7、8

中には、国内の橋梁の実績による安全余裕を部分

係数として表したもの（斜線部）、一般的な条件

での吊構造形式橋梁の従来安全率相当も示した。 

 
図-7 活荷重と死荷重の比率による実績の整理  

 

図-8 応力振幅による実績の整理  

9．施工 

施工について、これまでと同様に設計の前提と

しての遵守事項が規定されている。 

溶接継手の内部きず検査については、応力を分

担する完全溶込み開先溶接継手では裏はつりが原

則であること、部材の種類によらず全て内部きず

検査の対象となることが品質確保の徹底の意図か

ら明確に規定されている。 

10．おわりに 

 Ⅱ編の改定では、鋼部材を中心に部分係数設定

にかかる実績調査や統計処理の多くが土木研究所

の研究として行われ、その成果が反映された。特

に、新たに規定された超高力ボルトS14Tの強度

特性や適用条件の決定においては多数の実験や解

析による検討が、ケーブル部材の安全率の見直し

では、大規模な荷重シミュレーションを含む吊構

造形式橋梁の構造特性に関する研究成果が最大限

活用された。 

今後の課題として、多様な条件に対する部分係

数の調整方法や既設橋の補修補強への応用方法の

開発、合理化効果が期待できる鋼部材の塑性設計

法の基準化なども残されている。引き続き道路橋

の安全と安心を経済的に実現できるための手法な

ど技術開発を進めていく予定である。 
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